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ホームヘルプ労働者の労働環境改善のための提言（案）

（発表にあたって）

全国労働組合総連合

　介護保険が始まって10年が経過しました。様々な問題を抱えスタートした介護保険の矛盾はさらに大きくなり、「介護難民」「介護崩壊」など社会問題となっています。

なかでも、介護を支える「人材不足」は深刻であり、改善は緊急を要し国民的合意となってきました。とりわけ劣悪な労働環境で在宅介護を支えるホームヘルプ労働者の定着と養成は重要な課題になっています。

全労連は、介護に寄せられる国民の要求実現とホームヘルプ労働者・介護労働者が働き続けられる労働環境の改善のために「アンケート調査」の実施で介護現場の実態を把握しつつ、厚生労働省に「改善要望書」を提出と交渉、国会への請願署名の提出など行ってきました。今回、在宅を支えるホームヘルプ労働者の離職防止と定着にむけ、「ホームヘルプ労働者の労働環境改善のための提言」をとりまとめました。もちろん、在宅や施設を問わず改善が求められるわけですが、まず、ホームヘルプ労働者に焦点を当てた「提言（案）」といたしました。

ホームヘルプ労働に携わるみなさんをはじめ、関係関連の労働組合での議論や実現にむけた運動にご活用下さい。さらに、事業者や利用者のみなさんからもご理解とご協力をいただき、ホームヘルプ労働者の労働環境の改善にむけた共同のとりくみの発展を呼びかけるものです。
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2009年10月5日
ホームヘルプ労働者の労働環境改善のための提言（案）
全国労働組合総連合（全労連）

はじめに

　社会保障費の削減を目的にした介護給付費適正化により、介護保険創設の理念であった「介護の社会化」が形骸化され、介護サービスの抑制が強行される中で、「同居家族がいたら生活支援サービスが受けられない」「介護サービスが切り捨てられた」など深刻な事例が報告されています。
　また、介護の人材不足が深刻化するなか、介護事業者は新たな利用者（現に、制度を利用している人）を受け入れることが出来ず、「サービス利用を断られた」など声が寄せられています。

　介護保険が始まって10年目になりますが、実施当初から問題を多数かかえていた介護保険制度が、さらに矛盾が大きくなり、介護難民・介護崩壊など深刻な状況が生まれているのが特徴です。
　こうなった要因として、社会保障費削減と同時にホームヘルプ労働者が劣悪な労働環境の中で働いていることが上げられます。
全国労働組合総連合ヘルパーネット（以下・全労連ヘルパーネット）は、ホームヘルプ労働者の労働環境の改善を図るために、ホームヘルプ労働者のネットワーク作り、厚生労働省への提言と懇談、国会議員要請などを行なってきました。また、介護関係者や介護の充実を願う団体・個人と共同した運動を行なってきました。同時に、東京・大阪・京都・愛知・宮城など多くの地域で利用者やホームヘルプ労働者をはじめ介護労働者や事業所が一体となって介護集会や署名・自治体要請などに取り組み、ホームヘルプ労働者の労働環境改善を求める運動は大きく広がりました。こうした運動の高まりの中で、2004年８月27日に、厚生労働省労働基準局長通達で「訪問介護労働者の法定労働条件の確保について」・基発第0827001号（以下・８・27通達）が出されました。
　しかし、８・27通達が出されたにも拘らず、ホームヘルプ労働者の労働環境は改善されず、さらに深刻になっているのが実態です。

　全労連ヘルパーネットでは、ホームヘルプ労働者が人間らしく働き続けられるために、労働環境の改善が最も重要と考え、「ホームヘルプ労働者の労働環境改善のための提言」を発表いたします。
　
Ⅰ　ホームヘルプ労働者と介護保険制度の実態

１、ホームヘルプ労働者の置かれている実態　

　多くの介護事業所から、「ホームヘルプ労働者を募集しても応募者がいない」との声が寄せられています。介護福祉専門学校やヘルパー養成講座で受講生が少なく定数に満たないことが報道されています。介護の人材不足により、介護事業所は新規の利用者を受け入れられないなどの事例がおき、「介護難民」が生まれる要因となっており、介護の人材確保と定着を図ることが重要な課題となっています。

　介護労働安定センターの介護労働実態調査（平成19年度実施）で、介護労働者の離職率は21.6％と他産業と比較すると高くなっています。サービス別に離職率をみると、訪問介護で16.9％、介護施設で25.3％となっています。また、勤務年数でみると１年以内の方の離職率が39％となっています。
　賃金を見ると月の平均月収は179,000円で、職種別に見ると介護支援専門員で228,900円、サービス提供責任者で197,600円、ホームヘルパーが132,500円となっており、他産業より低い医療職と比較してもさらに低い賃金となっています。訪問介護で働く介護従事者の60.1％が非正規雇用で働き、時給は1,121円となっています。賃金はじめ諸権利が著しく劣悪な状態で働き、かつダブルワーク、トリプルワークが少なくありません。これでは、生活できる賃金には程遠く、介護職が働き続けられない大きな要因となっています。
　老人介護施設の入所者の介護度は高く（特別養護老人ホームの入所者の介護度は平均４以上）、訪問介護の利用者も医療依存度や介護度の高い利用者が増えています。そのために、介護労働が大変きつく、ホームヘルプ労働者の労働が過重になっています。

　不正請求を理由に、東京都から介護事業の認可が取り消されたコムスン事件を契機に、介護事業所に対する事後規制が強まっています。同時に、介護給付適正化による介護サービスに対する規制が強まり、さかのぼって報酬の変換を要求される事例が増える中で、介護事業所が保守的になり、ホームヘルプ労働者に対して様々な介護サービスの規制を行なってきています。そのことで、マニュアル化された介護労働になり、ホームヘルプ労働者のスキルをあげることが出来ず、介護に対して生き甲斐を持てない状況が生まれています。

　こうした状況の中で、ホームヘルプ労働者が人間らしく働き続けられるためには、ホームヘルプ労働者の処遇改善と働き続けられる労働環境を実現することが必要となっています。　　
　
２、09年介護報酬改定の問題点
４月にホームヘルプ労働者の処遇改善を図るとして、介護報酬改定で３％引き上げを行ないました。介護報酬の引き上げを初めて実現したことは、関係者と国民の運動の成果ですが、今回の「改定」は処遇改善には不十分さを残し、むしろ介護現場に様々な矛盾を引き起こしており、引き続き緊急改善が課題となっています。
１）ホームヘルプ労働者の処遇改善には届かず
４月１日に介護報酬改定が実施され平均３％引きあがりました。今回の報酬改定の基本的な視点として、ホームヘルプ労働者の人材確保と処遇改善が上げられました。厚生労働大臣も、報酬改定が発表されるまえに、介護職員１人当り２万円引き上げることをマスコミで主張していました。しかし、報酬改定により収入がアップした分のほとんどが介護事業所の赤字解消に使われ、人件費アップにはまわらずホームヘルプ労働者の処遇を改善するには程遠い改定であり、関係各団体からは引き続く「緊急改定」が求められています。
「月刊介護保険」の特集「介護保険界のリーダーに聞く」（2009年５月号　NO・159）のインタビュー記事の中で宮島俊彦厚生労働省老健局長も「平成21年４月の介護報酬改定では３％引き上げましたが、これは第一歩にすぎません」と述べ、平成21年度補正予算で、介護職員処遇改善交付金として3,975億円を計上し、介護職員の処遇改善に取り組む介護事業所に２年６ヵ月間に限った助成を行なうとしています。

しかし、介護報酬３％の引き上げと月１万5,000円の賃金改善を基準とした、3,975億円の介護職員処遇改善交付金だけでは、ホームヘルプ労働者の処遇を改善することは困難です。新たな政権がマニフェストの中で公約した「４万円の賃上げ」を利用者・国民の負担なく実現させる運動が重要になっています。
２）「底上げ」でなく加算の偏重で事業所を差別・選別
　今回の改定では、一定の要件を満たした事業所を対象に、報酬額に１割又は２割の上乗せをする事業所加算に重点を置いた改定になっています。しかし、加算によりアップした報酬が利用者に転化されるために、利用者の負担が大きくなります。そのために、加算を取っている事業所では、新規の利用者が少なくなっているために、加算条件を満たしているのに加算を取らない事業所も多くなっています。また、加算要件を満たさない事業所も多く、介護事業継続に深刻な影響を与えています。
３）利用限度額の据え置き等、サービス切り捨てに

利用限度額が据え置きなったために、報酬や地域区分の引き上げにより、利用限度額を超える利用者が増え、そのために自費（10割負担）が増大し、サービスを切り捨てる方が増えることが懸念されます。

４）訪問介護が短時間の介護に
　報酬改定により、訪問介護では30分以内の身体介護と30分以上60分以内の生活支援が引きあがりました。これにより、身体介護では巡回型の介護サービスが、生活支援では１時間以内（30分以上）のサービスが多くなることが予想されます。

　そのために、介護従事者に訪問回数が多くなったのも拘らず、賃金が増えず、介護労働がきつくなることが危惧されます。
　

３、介護認定基準の変更による影響

　４月から介護認定基準が変更され、聞き取り調査項目を82から74に減らすなど、介助の範囲を狭める基準に変更になりました。これまでは、日常生活に支障がある場合は「まひあり」となったが、新規では日常生活の支障は評価せず、腕が肩の高さまで上がれば「まひなし」になります。また、医療上の必要により移動を禁止されている場合も「全介助」でしたが、新規では移動の機会のない寝たきりの状態の場合は「自立（介助なし）」になります。
　すでに、新認定基準で評価され、寝たきりの方の介護度が５から４に下がった（東京都世田谷区）、同じように寝たきりの方が要介護５から３に下がった（東京都北区）などの事例が報告されています。

　こうした認定基準の変更に対し、居宅介護支援事業所をはじめとする介護現場や介護関係の家族などから批判の声が高まり、厚生労働省は激変緩和処置を発表しましたが、基準変更を止めようとはしません。
　さらに、今回の認定基準の変更が、介護給付費を削減するために実施したことが、国会の質疑の中で明らかにされました。認定基準の変更が、介護関係者や利用者の視点に立った見直しではなく、介護給付費削減・社会保障費2,200億円削減のために実施したものであり、直ちに認定基準の変更を中止すべきです。
　なお、７月28日に厚生労働省は、「非該当者および軽度者の割合が増加した」とのべ、新制度で認定が軽度化する事実を認め、利用者への74項目の聞き取り調査のうち、43項目の基準を見直し、10月１日から開始されることになりました。新認定制度の見直し直後から、問題点を指摘し改善を迫った運動の貴重な成果といえます。しかし、「コンピューターソフトの変更」「認定調査項目の削減」「審査会の裁量権の縮小」については一切検討されておらず、利用者の生活を守る視点から、見直し案を含めた新認定制度全体を検証し問題点を告発する運動を広げることが必要になっています。

４、介護サービスが受けられない

介護認定基準の変更や利用限度額の上限が変わらない中で、介護保険を利用できない方が増えています。介護保険ができた当初、介護の社会化が強調されていましたが、2005年の制度の見直しや３回の介護報酬改定により、介護の社会化が形骸化され、家族や利用者の責任で対応するような方向で進んでいます。
　介護が必要な全ての方が、介護保険を利用できる仕組みに切り替えることが重要ですが、同時に、自立と判定された方の必要なサービス、利用限度額を超えたサービス、介護度が下がった方がそれまで受けていたサービスなどを、国と自治体の責任で必要なサービスが受けられるようにすることが必要になっています。

Ⅱ　厚生労働省の介護保険制度「改正」方向

１、介護保険の根幹を崩す2010年の見直し

　2010年は、介護保険制度の見直しになります。これに先立ち、「平成20年３月19日老健局」と記された内部文書の中で「制度見直しによる縮減策」として介護給付範囲を中・重度とし、国庫負担削減を試算したものがマスコミで発表されました。

　介護保険給付範囲が中・重度となったら、現在の利用者の40％が排除されることになり、「軽度者外し」「生活支援外し」など介護保険制度の根幹を崩すような見直しになります。

昨年秋に財務省は介護保険財政を抑制するために、３つの試案を発表しています。試案では、１案「軽度の要介護者の利用料を２割に引き上げる」、２案「生活支援を介護保険から外す」、３案「軽度の介護サービスを介護保険から外す」などとなっています。

　また、昨年３月に厚生労働省が発表した地域ケア整備指針の中で、これからの介護保険を中度以上とすることも記載されています。

　こうした厚生労働省や財務省の動きをみると、基本的な姿勢を見ることができます。このままの事態で推移するなら、社会保障費2,200億円削減のために、介護給付費削減を図ることを重点に置いた制度の見直しになることは必死です。

　給付範囲の縮小だけでなく、利用料の引き上げ、介護施設の室料外し、食費・居住費の負担軽減処置の制限など、国民や利用者に大幅な負担とサービスの制限を求めてくることが予想されます。

　これらが実施されたら、利用者の負担増、中小の介護事業者の統廃合の促進、介護労働がさらに重労働になることが心配されます。

　高齢者や障害者が、その人がその人らしく住み続けられるために、介護保険制度見直しにむけて、介護現場から事例をまとめ発信していくことが重要となっています。

　２、社会保障費削減のために進む政策的な在宅誘導

　社会保障費削減のために、３つの給付事業（医療給付費、生活保護費、介護給付費）の適正化が行なわれています。特徴的なのは、医療費適正化計画の中で、療養病床の削減や在宅での看取りが実施されています。これにより、社会的入院が少なくなり、医療依存度が高く介護度の重たい患者・利用者の方が在宅に帰ってきます。そのためには、在宅を支える医療・介護のサービスが必要です。医療で見ると、24時間の医療を支える療養支援診療所は全国で１万を超える事業所が取得し、24時間・365日のサービスを実施している訪問看護ステーションも多くなり、在宅を支えるサービスが不十分ながらも出来ています。しかし、介護では、24時間・365日のサービスを実施している事業所は少なく、また滞在型ホームヘルプサービスも不充分であり、在宅を支えるサービスの基盤整備を急がなければなりません。
　今後、「医療適正化計画」により2008年４月から５年間で12万床の療養病床をなくし、在宅での看取りが現在の13％から40％に引き上げられようとしています。医療依存度の高い方への対応は、本来医療が対応すべき課題ですが、政府は介護に肩代わりさせようとしています。これらのことにより、訪問介護サービスが一層重視されることは明らかであり、必然的にホームヘルプ労働者の確保と定着が重要になってきます。これらの動きを考えると、ホームヘルプ労働者が人間らしく働き続けられるような労働環境の改善が重要となります。
Ⅲ　ホームヘルプ労働者が誇りを持って働き続けるために

1、 ホームヘルプ労働のあるべき姿
ホームヘルプ労働は、長い間、主婦が家事や子育ての経験を生かせば、誰でもできると言われ、専門性を必要としない仕事とされてきました。今日でもなお、そのような考え方が残っています。　

しかし、ホームヘルパーは、自分の家で自分の思うように仕事をするわけではありません。利用者という「他人」の家に入り、利用者の生活の仕方を尊重しながら、利用者とともに生活を形成していくという、専門性と熟練を要する仕事です。

そして、ホームヘルパーの仕事は、利用者の生活を支えることを通して人権・発達を保障する労働であり、国民の生存権を保障するための社会福祉労働です。すべての国民の、自分らしく、尊厳ある生活と人生をおくる権利を支える有意義で誇りある仕事なのです。

このホームヘルプ労働には、次のような特徴があります。

①利用者の個々の家庭（地域）で行われる労働であること。

②利用者の衣・食・住と地域生活にかかわる最も基礎的で日常的な生活を支える労働であること。

③ホームヘルパーは身体介護や生活援助を提供しながら、利用者の生活と人格に直接働きかける労働であること。

④このような働きかけが、定期的な訪問により継続的に行われること。

このような仕事を通じて、ホームヘルプ労働は、利用者に対して次のような有効性を発揮することができます。

①利用者の生活とその困難、家族や近隣との関係を深く理解しつつ、タイムリーで適切な援助を展開し、利用者の様々な困難に柔軟に対応し、その解決や軽減を図ること。

②利用者との直接・間接のコミュニケーション（人格的交流）を通じて、利用者の低下した意欲を回復し、生活の幅を広げていくことができること。

　従ってホームヘルプ労働は、十分な裁量権を保障されたなかで、創意的・自発的におこなわれる専門的労働であることが必要です。画一的なプランやマニュアル、企業利益に縛られていては、高い専門性は発揮できません。

ホームヘルパーは、自らの専門性を高め続け、その専門性が有効に発揮される労働環境を求めます。同時に、賃金を得て生活する労働者である以上、自分と家族が健康な生活を送れる賃金をはじめとした労働条件を求めます。これらの実現のために、私たちは、個人の努力や職場の努力にとどまらず、介護保障の充実と、介護労働者全体の処遇改善を求める国民的な運動とも手を結んでいく必要があります。

２、ホームヘルプ労働にもたらされた労働の歪み

1) 介護保険制度が成立するまでのホームヘルプ労働

措置制度下では、ホームヘルプサービスの所得制限・世帯要件などが厳しく制限されましたが、1983年から、有料制とともに所得制限の廃止、ホームヘルパーの非常勤化などが行われました。以降のホームヘルプに関係する特徴は次の通りです。

・「在宅福祉」が政策的に強調されましたが、それは入院・入所させないためだけの安上がり在宅（ニセの在宅主義で、家族負担とホームヘルパーなどの労働者の犠牲の上に成り立っていた）であったこと。

・そのために、早くからパート・非常勤化、登録型派遣の仕組みが導入されたこと。

・安上がりのために、ホームヘルプ労働の専門性を否定する意図的な世論が作られ、同時に介護の「素人」が労働力として組み込まれ、ホームヘルパーに不当に低い評価を招いたこと。

・大量に安上がりのホームヘルパーを養成する、短時間（標準で130時間）の育成制度が形成されたこと。

・中・重度者の在宅介護が優先され、身体介護を重視し家事援助が軽視される、入院・入所させないためだけの在宅主義のため、生活全体を支える業務は軽視または否定され、身体介護に偏重した政策がとられたこと。

などです。こうした政策は介護保険制度に引き継がれました。

２）介護保険制度によってゆがめられたホームヘルプ労働

介護保険制度は社会福祉の公的責任を捨て、市場を営利ビジネスに開放するために作られました。しかし一方では財政面からの制度維持を至上課題とし、強い給付制限が行われたため、上限額では在宅生活の維持が困難で家族に依存せざるをえない仕組みになっています。そのため、制度発足のはじめから今日に至るまで、制度の利用を必要最小限にとどめ、家族やボランティアにできることは給付からはずす、サービスをマニュアル化・画一化し、ホームヘルプ労働者に判断による新たなサービスを生まないようにする、といった力が陰に陽に働いてきました。それらを例示すれば以下のようになります。

・介護保険制度発足当初から、報酬対象となるサービスが家事・身体介護の「直接」業務に絞られ、かつ「不適切事例」などサービス制限がなされたこと。利用者とのコミュニケーションの時間、連絡調整、記録、カンファレンスなどは報酬として評価されなかったこと。

・身体介護重視で家事援助（生活援助）は軽視され、かつ短時間化と画一化の傾向が顕著であったこと。

・同居家族の存在によるサービスの利用制限や、新予防給付による家族介護と地域の支えあいが強調され、「介護の社会化」を後退させていった。
・「軽度者」へのサービス制限が強化されたこと。

・サービスプランに限定された画一的なサービス提供と、家事制限、外出介助・院内介助制限など、人間らしい生活を無視したサービス制限など。
・給付費を抑制するために、サービスの短時間化、「自立」の名の下にすすめられる自助努力、家族・ボランティア依存、介護報酬の包括化など、利用者の生活に応じた介護が切り捨てられていった。
こうした中で、サービスの短時間化が強まり労働密度が増す一方で、ホームヘルプ労働者自身が利用者に努力と我慢を求めなければならない、という矛盾に直面し本来あるべきホームヘルプから次第にかけ離れる事態も生まれます。

３、ホームヘルプ労働の専門性を確保するために

利用者本位のホームヘルプ労働を存続させるためには、制度が求めるホームヘルプ労働のあり方を根本的に変えていく必要があります。つまり、財政面からの規制や制限でなく、利用者一人ひとりの生活に寄り添い支えるホームヘルプ労働を確立することです。ホームヘルプ労働を本来のあるべき姿に戻し、社会的な役割の高い仕事として、労働の専門性を追求することのできる制度を再構築する必要があります。

そのためにはまず、ホームヘルプ労働者の身分保障を確立し、働き続けられるための労働環境の整備が不可欠となります。その上で、社会的な役割にふさわしい専門性を追求するために、正規職員を中心とする職場体制を確保し、日常的で集団的な専門性の研鑽と、専門職としての経験を蓄積・継承できる仕組みづくり、そして、それを保障するために介護報酬を引き上げる必要があります。
Ⅳ　ホームヘルプ労働者の基本的労働条件確立にむけた全労連の基本要求　　

　　全労連は、国および自治体、事業主の責任で実現を求めます。

１、雇用について　　

①常勤での職員雇用を原則とすること。雇用期間は、期間の定めのないものを基本とする。
②ホームヘルプ労働者の「直行直帰」型勤務形態や登録型雇用制度を廃止すること。

③就労形態に関わらず、労働条件を明示し雇用契約書を交付すること

２、労働時間について

①介護する時間以外の移動時間・待機時間・記録時間など実労働時間の賃金を支払うこと。

②事例検討会やカンファレンス、職場会議、新人研修（採用時研修）・現任研修等の研修会に要した時間について労働時間として賃金を支払うこと。

③非常勤のホームヘルプ労働者は、１週32時間の所定労働を保障し、時給は身体介護・生活援助とも格差を設けずに時間額1,500円以上とすること。
④時間外および休日労働にたいし、「１日又は週の所定労働時間（１日８時間・週40時間を上限おして）を超えて労働したときには125％を、休日に労働したときには135％を、深夜労働（午前10時から午前６時）した時には125％の割り増し賃金」をいずれも労働基準法どおり支払うこと。

３、労働基準法や労働安全衛生法、「８・27通達」等関係法規を遵守すること

１）労動基準法およびパートタイム労働法に関して
①「労働基準法」に定める、「労働者が人たるに値する生活を営むための必要を満たすべき」という労働条件の原則に立ち、最低限の労働条件を確保すること。

②労働時間、休日、時間外・休日労働や深夜業の規制、有給休暇、妊娠・出産にかかわる諸権利等、法に基づく諸規定を就業規則に明示し、労働者に周知徹底すること。

③社会保険、年金、雇用保険、労働災害保険等への加入を行うこと。

④短時間労働者（パートタイム労働者）についても、労働基準法およびパートタイム労働法にもとづき、また、常勤職員との均等待遇に配慮した労働条件の文書交付および就業規則を作成し、明示すること。

２）労働安全衛生法に関して
①　労働者の健康安全上、年２回の健康診断、およびインフルエンザの予防注射を事業主負担で実施すること。
②メンタルヘルス疾患を予防するために、日常的な健康相談の窓口など対策をとること。
③感染症の予防・補償に対しては、感染症に関する教育・研修を実施すること。また、感染等にかんする利用者の情報提供・資材の提供・検査など必要な対策を講ずること。感染症に罹患した場合は、労災認定し保障すること。

３）「８・27通達」の遵守、事業所への指導内容に関して
①登録型ホームヘルプ労働者の労働者性を否定するような契約形態については是正し、「労働契約」に改めること。

②「モデル就業規則」「モデル労働条件通知書」等に基づき、「就業規則」「労働条件通知書」を作成すること。

③労働時間の把握方法について、月間勤務表や業務時間報告書等の参考様式を参考に作成すること。

④休業手当の算定基礎になる「平均賃金」について算定方法を明確にすること。また、「月ごと等の勤務表によって訪問介護労働者に示され、特定された」労働日を明確にするために、月間勤務表作成とその提示の具体的な目安を明確にすること。

⑤違法・不当な取り扱いの労働条件の是正にあたって、賃金の引き下げは行わないこと。

⑥年次有給休暇付与日数の算定について、具体的な取扱い方法を定めること。

以上の内容を、関係官庁は指導を徹底すること。また、事業所は、指導内容に沿って具体化すること。

４、賃金の保障および実費弁償

1）介護・福祉労働者が安定して生活できる賃金に引き上げること
①新最低賃金法の「特定最低賃金」（旧産業別最賃）として、ホームヘルプ労働者の最低賃金を設定すること。最低賃金額は月額20万円、時給は1,500円以上にすること。

②「前歴評価」を加味して「時間額」などの改善、および「同一労働同一賃金」を原則にした均等待遇とすること。

③予約「キャンセル」時の休業補償等については、利用者の都合・事情等による場合は、当初予定の労働時間を確保するか所定労働時間の不足分を賃金として100％保障すること。

④週32時間未満の就労を希望する非常勤労働者に対しては週単位で15時間または20時間の労働時間を所定労働時間と決め、これを継続的に保証すること。また、最低時間額は、身体介護・生活介護とも1,500円とする。

2）通勤ならびに訪問にかかわる交通費、駐車料金等、通常その移動に要する費用について事業所が支給すること。

3）業務に必要なユニホームや履物・消耗品は無償で支給すること。
５、教育・研修の実施　専門職にふさわしい教育・研修制度を保障すること

①スキルアップと誇りを持って働き続けるために、事業所内の事例検討会やカンファレンス等を業務保障として推進すること

②公的責任で「介護職員基礎研修」や「現任者研修」などを実施・充実すること。また参加費用については国・自治体や経営者が保障すること。

６、利用者負担のない介護報酬引き上げの実現、介護・社会保障給付費の大幅増額

①　利用者負担のない介護報酬の大幅引き上げを緊急に実施すること。

②　労働条件の改善、経営の安定化にむけ介護報酬や支援費を引き上げること。その際に国と自治体は必要な財源を確保し、利用者の負担に転嫁しないこと。

3 介護保険だけではカバーできない部分も含め高齢者福祉制度を抜本的に拡充・強化し、高齢者と家族が安心して暮らせる支援体制や基盤づくりを充実すること。

4 消費税増税による社会保障費の財源化や「社会保障費削減路線」を撤回し、国庫や大企業による財政保障を確立すること。

７、「平成21年度厚生労働省補正予算」に関して

①　「緊急人材育成・就職支援基金（仮称）の創設による職業訓練、再就職、生活への総合的支援」については、継続し充実させること。

②　「介護職員処遇改善・介護拠点整備」における「介護職員の処遇改善」予算は、2012年３月の運用期限を延長し継続すること。なお、交付金利用については、「使用しやすい」制度に改善すること。

③　「福祉・介護人材の資格取得等のキャリアアップ支援等・緊急雇用創出事業」について、引き続き拡充すること。

以　上

　全労連は、全国各地で在宅介護を支えるホームヘルプ労働者の処遇改善を緊急に実現するために今回の「提言」をまとめました。関係者のみなさんにご意見をいただきながら、改善に役立つ内容に練り上げていただければと考えております。
　なお、今回の「ホームヘルプ労働者」に限らず、さらに介護労働者を対象にした内容も課題として引き続き準備を進めてまいりますので、関係者のみなさまの積極的なご協力をお願いいたします。
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